














































（ 1 ）　松澤伸「文書偽造罪の保護法益と『公共の信用』の内容」早稲田法学82巻 2 号
（2007年）67頁注41参照。なお、そこで「名義人」とあるのは「名義」の誤りであ
る。記して修正する。



































































































（ 8 ）　佐伯仁志「判批」『刑法判例百選Ⅱ各論』（第 4 版、1997年、有斐閣）177頁。






































































































































































































































































































































































































































































ち、適法な在留資格をもたない A が、適法な在留資格を持つ J になりす
ました場合には、人格の同一性を偽った、と評価できる。





















（40）　最決平成 5 ・10・ 5 刑集47巻 8 号 7 頁。


























































（42）　最決平成15・10・ 6 刑集57巻 9 号987頁。

































































24　　早法 94 巻 2 号（2019）
はずである。そのように考えると、本件の信用の対象である文書の名義人




















なる（「F 代筆 G」という署名の場合は、G は単なる意思表示の補助者にすぎず、
F が名義人である）。これに対し、代理人の場合は、代理人が自らの意思表示を文
書に記し、その効果が本人に及ぶのである（「H 代理人 I」という署名の場合、効
果は H に及ぶが、意思の主体は I である）。
（47）　近時の判例の傾向からすれば、本稿のように解するべきことについて、伊東・
前掲注（14）313頁参照。
